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介護分野におけるローカルルールについて 

令和４年２月７日 

事 務 局 

１．経緯・現状 

○介護保険制度の運営主体たる市町村が、介護事業者に対して、それぞれ独自のルー

ル（いわゆるローカルルール）を求めることにより、介護事業者、特に、広域で事

業を営む事業者の事務コスト増、ひいては国民負担の増大に繋がるとの指摘がある

（参考１）。

○このような問題意識の下、当ワーキング・グループでは、介護制度のローカルルー

ルに関し、これまで行政への提出書類の標準化等につき取り扱ってきたが（参考２）、

これらの取り組みについて、事業者からは、「一部負担軽減はされたものの、依然と

して負荷が大きい」「ルールは厚労省がしっかり決めて、その中で実効的な運用を考

えるのが自治体の役割、という整理にすべきではないか」といった声があげられて

いる（参考３）。

○今年度も、昨年 12月 20日の当ワーキング・グループにおいて、夜間巡視における

肉眼での確認ルールなど、介護の質を確保するなどのためのローカルルールの存在

が課題として示された（参考４）。

※ 特別養護老人ホームにおけるユニット型施設のユニット定員ルールなど地方

自治法でいう参酌基準（各自治体が条例等で最終的に決定）についても、「ローカ

ル・ルール」として捉える必要があるとの指摘もある。

○もっとも、市町村は、介護保険の保険者であり、また、介護事業は市町村の自治事

務であることを踏まえれば、地域の人口構造や地域包括ケアの実施状況、医療機関

の状況といった特性を踏まえた独自ルールが必要となることも想定される。このた

め、自治体独自のルールの必要性・妥当性と介護事業の広域での効率性との両立が

課題となる。

２．今後の進め方に関する論点 

（１）基本的な考え方 

○介護事業におけるローカルルールは、上記のとおり、介護事業者、特に、広域で事

業を行う事業者の事務コストを増大させ、結果として利用者の負担増になるため、

介護事業が市町村の自治事務であることに配慮しつつ、各自治体の状況に応じて柔

軟に内容を変更する必要があるものを除き、極力、削減することが必要ではないか。 

○加えて、介護保険給付の対象となる福祉用具については、市町村においてどのよう
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な器具が給付の対象となるかの判断基準及び判断結果が必ずしも明確にされてい

ない場合があり（※）、福祉用具メーカー（ほとんどは中小製造業）の観点からは積

極的な研究開発への意欲を損なっている側面もあるのではないか。 

※ 介護保険適用対象としてどのような品目が対象となるかについて市町村が決定

しているが、その判断基準として、「公益財団法人テクノエイド協会に介護保険福

祉用具貸与対象用品として登録されたものを対象とする」などと明示している自

治体もある。 

 

（２）ローカルルールの実態把握及びその必要性・妥当性の検証 

○ローカルルールには、おおよそ、①介護事業者と自治体との間における各種申請、

報告など手続面のルール（自治体ごとに異なる行政への提出書類やそれらの記載事

項・様式、申請システム等）、②自治体が介護事業者に求める介護の質を確保するた

めのルール（例えば、夜間巡視における肉眼での確認ルール等）、③自治体がその住

民に対して示す介護保険の対象となる福祉機器の選定が自治体毎に異なる、等に分

類される。これらについて、介護事業者の負担、ひいては、国民負担の増大を勘案

しても、自治体毎に異なることが妥当なものかどうかは議論の余地がある。例えば、

上記①については、②や③と比べても、ローカルルールの妥当性について議論の余

地が特に大きいのではないか。なお、情報システムに関しては、自治事務に関する

ものを含め、昨年、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和三年法

律第四十号）」が制定されたところ（別紙１）。 

 

○そこで、ローカルルールについては、それが事業者の負担増を招いても妥当なもの

であるか、又は、国で統一ルールを制定することが妥当なものであるかを厚労省に

おいて自治体の意見も踏まえつつ、引き続き検討いただく必要があるのではないか。 

 

○その際、ローカルルールの範囲・内容について、市町村の担当者の判断によるもの

など明文化されていないものがある（※）との指摘が存在することに留意し、市区

町村において明文化されているルール以外のルールが事業者に事実上求められる

ことがない環境整備にも留意する必要があるのではないか。  

※ 前述の夜間巡視における肉眼での確認ルールについても、明文化されていない

自治体が多いとの指摘がある。 

 

３．今後の対応 

○当面の優先事項：書面・様式に関するローカルルールの整理・縮小 

－介護事業者の行政対応（提出書類の種類・様式）に係るルールは、（自治体情報シ

ステム法と同様に）自治体が独自様式で独自情報を求める妥当性が乏しい場合も

多いと考えられる。令和２年及び令和３年の規制改革実施計画を踏まえた、介護

事業者の行政機関あて文書提出のオンライン化に向けてシステム整備を進めつつ、

並行して、新たに自治体の意見も踏まえつつ、早急に標準化（自治体毎の上乗せ・
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横出しルールの回避）を進める必要があるのではないか。 

 

○並行して、書面・様式以外のローカルルールの実態把握を更に進め、必要性・妥当

性の検証を行う必要があるのではないか。 

 

 

------ 

（参考１）ローカルルールによる介護事業者の負担感（事例） 

○通所介護に係る書類 

－ミニマムで 96 種類の書類が存在。そのうち、行政や法的な観点で必要なものが

58％程度（サービス提供上必要なものが 42％程度）を占める。なお、指定の更新

申請に係る提出書類は、最も少ない自治体で２枚であるところ、最も多い自治体

は 81枚（別紙２）。                （出典：介護関連事業者調べ） 

○特養の指定の更新申請に係る提出書類 

－最も少ない自治体で２枚であるところ、最も多い自治体は 149枚。 
（出典：社会保障審議会 介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会（第６回）資料） 

○医療機関への救急搬送時の施設職員の同乗 

－同乗を不要とする自治体がある一方で、同乗を要する自治体もある。入居者 100

名の特養において、救急搬送は月に数回～10回程度。同乗時間は１回４時間程度。 
（出典：第７回医療・介護ワーキング・グループ 若竹大寿会提出資料） 

 

（参考２）規制改革実施計画（ローカルルール関連抜粋） 

＜令和２年実施計画：５ 介護事業者の行政対応・間接業務に係る負担軽減＞ 

a 行政への提出書類及びケアプラン等の事業所が独自に作成する文書における介護

事業者の負担感と原因について現状を把握した上で、利用者への影響等も踏まえつ

つ、文書量の半減に向けて簡素化・標準化・ＩＣＴ活用等の目標・対策・スケジュ

ールを具体的に示し、生産性向上に資する取組を引き続き行う。また、対策につい

ての地方公共団体への周知を徹底する。【令和２年度措置】 

b ローカルルールによる介護事業者の負担を軽減するため、国が定める標準様式にお

いての見直しを行うとともに、地方公共団体が独自に過剰な記載を求めることがな

いよう行政提出文書の取扱指針をガイドライン等で示す。【aと同じ】 

＜令和３年実施計画：33 介護サービスの生産性向上＞ 

a 「社会保障審議会介護保険部会『介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員

会』中間取りまとめを踏まえた対応について」（令和２年３月及び令和３年３月厚生

労働省老健局長通知）に示された事項の取組状況を把握した上で、介護事業所が指

定権者である都道府県等に提出を要する文書の更なる簡素化・標準化に取り組む。

また、事業所指定に関する申請など介護事業者が行政機関に対して行う文書提出の
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オンライン化に向けて、介護サービス情報公表システムの改修を着実に行うととも

に、継続的な機能拡充に取り組む。【令和３年度以降逐次措置】 

 

（参考３）提出書類の標準化等の取組に係る事業者評価（事務局によるヒアリング結果） 

○一部負担軽減はされた。押印も必要なくなった自治体も多いが、まだ押印が必要と

いう自治体もある。厚労省が参考書式を出しても自治体書式で出せという自治体も

あり、結局、都度自治体に確認しなければならず、その電話の時間が膨大にかかっ

ている。 

○１つの加算を算定するのにも大量の資料を提出しなければならず、事務作業が追い

付かない介護事業者は、加算算定できないのが現状。特に、4 月（年度の更新）に

出す書類が多すぎで事業者も自治体も大混乱が起きている。一方で、資料を出して

から数か月後に自治体から修正依頼等の連絡がくることもあり、その締切に出す必

要は本当にあったのかと思う。 

○自治体としては、例えば介護事故が発生する都度、報告徴求の書類を追加したくな

る。理解はできるが、リスクアプローチで実地指導すれば解決できる話。例え 100

のうち 90 の自治体ルールが揃ったとしても、全て揃わなければ行政コストは大き

くは減らない。１つでも違うと都度チェックが必要になるのに加えて、システム対

応の負荷も生じる。国が分権を謳うのはいいことだとは思うが、ルールは厚労省が

しっかり決めて、その中で実効的な運用を考えるのが自治体の役割、という整理に

すべきではないか。トータルコスト考えれば合理的。 

○ローカルルールには、①国の解釈・運用に係る自治体の理解不足により、無意識的

に独自ルールが作られる（担当者によっても変わるケースあり）、②自治体が意識的

に独自ルールを作る、の２種類がある。国によるガイドラインの作成等により、①

は改善できるが、②はどうにもならない。地方分権の見直しに踏み込まないと変わ

らない可能性あり。 

 

（参考４）第７回医療・介護ワーキング・グループ（R3.12.20）で課題提起されたロー

カルルール（一部抜粋） 

 ○見守り機器導入施設における訪室による夜間巡視 

－訪室による夜間巡視の要否について、自治体によって判断が区々。 

 ○医療機関への救急搬送時の施設職員の同乗 

－同乗の要否について、自治体等によって判断が区々。 

 

 

以 上 
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